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第１章 時間講師をめぐる問題と「大学時間講師法」の制定 
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現在、韓国全域の国・公・私立大学の時間講師数は約 8 万 3 千人と推定される（2015 年 4
月現在）。その 98.9％は 6 ヵ月以内の期間に週 3‐9 時間の授業を担当するよう大学と契約を交































2010 年 10 月に社通委が提案した「改善案」を受けて、翌年の 2011 年教育科学技術部（現、
教育部）が「高等教育法一部改正法律案（以下「時間講師法」）」を立案して国会で成立された。
これは時間講師に「教員としての地位」を付与することを骨子とし、「身分と法的地位の安定化」
を図るものであった。ところが、当初 2013 年 1 月 1 日から施行される予定だった同法は、意
外にも適用対象者である時間講師に反対され（後述）、その施行は 6 年間にわたって 3 回（2012
年、2013 年、2015 年）もの施行猶予となった。その後の 2017 年には「時間講師法」の議論
をもとに新たな「補完講師法」が成立されるが、これもまた当事者である時間講師の激しい反
対により、論争は再び「時間講師法」に戻ることになる。そして、政権交代とともに樹立した










2011.12.30 「高等教育法一部改正法律（「時間講師法」）」の国会成立（2013.1.1 施行予定） 
2012.12.11 「時間講師法」3 年施行猶予案の国会発議及び 1 年施行猶予法案の成立
（2014.1.1 施行予定） 
2013.12.31 「時間講師法」2 年施行猶予案の国会発議及び成立（2016.1.1 施行予定） 
2015.12.31 「時間講師法」2 年施行猶予案の国会発議及び成立（2018.1.1 施行予定） 




2017.12.29 「補完講師法」1 年施行猶予案の国会発議及び成立（2019.1.1 施行予定） 




















































万 3,000～8 万ウォンまで引き上げる。 
・私立大学：時間講師の研究補助費を予算に
反映して待遇改善をインセンティブで支援。 











て対策が講じられた。2010 年当時の時間講師の時間当たり講師料は 1 万 3,000～9 万 7,000 ウ
− 5 −
ォン（1,300～9,700 円相当）7であり大学間の差が著しく、平均額は 3 万 5,000 ウォン水準で
あった（2009 年時点）。例えば、週 9 時間の授業を担当する場合の講師料を年俸で換算すると
約 1,012 万ウォンになるが、これは専任講師の平均報酬（4,495 万ウォン）のわずか 25 %に過
ぎなかった。そこで、改善案では国立大学と私立大学を区分して講師料の引き上げ方案を提示













































 次に、【表 1－4】のように「講師」に関する条項を定める第 14 条の 2 が追加された。それに











と、全体でそれは 3,553 人減少しており、なかでも時間講師は 5,981 人減少したが、兼任教員
や招聘教授などは 646 人増加している14。そこで、この現状の続く限り、究極には教員の非正
規職化をもたらすことが新たに問題視されたのであった。 
追加した条項の 2 つ目の意義は、時間講師の任用期間を 1 年以上にするよう法律で定めて雇


















③第 1 項及び第 2 項で定めた事項のほかに講師の任用・再任用手続き及
びその他の必要な事項は大統領で定める基準によって学則または学校法
人の定款で定める。 







































































































































区分 現行 「時間講師法」 「補完講師法」 
法的地位 
（第 14 条第 2 項） 
時間講師 講師 講師 
任用条件の根拠 
（第 14 条の 2 の①）
大学任意の基準 高等教育法施行令 高等教育法 
任用期間 


















（第 15 条第 3 項） 
教育または研究 専任教員と同様 学生の教育 
所請審査請求権 
（教育公務員法 
第 43 条） 





2016 年の後半から翌年の 2017 年の前半にわたる約半年の間、韓国は激動の時期を送ってい
た。「ロウソク市民革命」ともいわれる改革への国民の強い意志表示が半年もの間続けられ、
























任用期間 1 年以上任用するが、最低 3 年まで再任用保障 



























き、改正法律は 8 年にわたって 4 回もの施行猶予を繰り返してきた。その間、2017 年 9 月に
「補完講師法案」が議決されることもあったが、これもまた当事者たちの激しい反対にぶつか
り、その廃棄を前提として既存の「時間講師法」を中心とした議論が継続された。その結果、
2018 年 9 月、現政府による新たな「大学講師制度改善案」が発表され、2019 年 1 月 1 日の施
行へ向けて現在立法化が進んでいる。 


























                                                  
1 「非正規職保護法」は、非正規職勤労者の権益保護などを目的に 2007 年 7 月から施行され
た。問題となったのは、2 年以上勤務した勤労者を自動的に正規職に転換するよう規定する「2






4 時間講師が担当する大学授業の比率は、2013 年に 30.4％だったが、2014 年 28.1％、2015
年 26.9％、2016 年 23.6％と持続的に減少している。一方、専任教員による授業比率は 2012
年に 54.9％だったのが、2014 年に 61％、2015 年に 62.7％、2016 年には 64.5％と継続して
増加している。 
5 国家人権委員会（2005）、「大学時間講師制度の改善勧告」、『国家人権委員会決定例集人権政





8 2009 年現在、全国の 4 年制大学時間講師の 4 大保険加入率は、国民年金 6.0％、健康保険 2.
6％、失業保険 50.4％、労災保険 72.6％である。 
9 チョン・ファンギュ（2010）、「「大学時間講師制度改善方案」の意義と補完課題」、『イシュ－
と論点』第 139 号（2010 年 11 月 1 日）、国会入法調査処。 
10 イム・スングァン（2018）、「時間講師法を越える非正規教授の選択」、『進歩評論』第 74 号、
進歩評論、155 頁。 
11 イ・ジュンファ（2016）、同上、87 頁。 




2012 年現在 4 年制大学で兼任・招聘教授が占める比率は 8.4%である。 
14 ヘラルド経済（2016 年 4 月 1 日）記事より、（http://news.heraldcorp.com/view.php?ud=2
0160401000122）、2018 年 8 月 28 日検索。 
15 イム・スングァン（2012）、同上書、157 頁。 
16 キム・カプソク（2016）、「時間講師法の現況と課題」、『教育法学研究』第 28 巻 2 号、韓国
教育法学会、11 頁。 
17 韓国大学新聞記事（2012 年 8 月 7 日）より、（http://news.unn.net/news/articleView.html?
idxno=112744）、2018 年 8 月 31 日検索。 
18 メディア参与と革新記事（2017 年 8 月 14 日）より、（http://www.laborplus.co.kr/news/art
icleView.html?idxno=11571）、2018 年 8 月 31 日検索。 
19 教育部、「大学講師制度改善のための「高等教育法」一部改善法律案入法予告（「参考資料 2：
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大学講師制度アンケート調査政策研究結果」）」（2016.10.19）、23 頁（報道資料）。 
20 メディア参与と革新記事（2017 年 8 月 14 日）より、（http://www.laborplus.co.kr/news/art
icleView.html?idxno=11571）、2018 年 9 月 1 日検索。 
21 「補完講師法」では講師の任用契約時に条件として、「任用期間」、「所定勤労時間」、「担当




23 教授新聞記事（2017 年 1 月 16 日）より、（http://www.kyosu.net/news/articleView.html?i
dxno=33327）、2018 年 9 月 1 日検索。 
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ところが近年雇用と関連する諸数値をみると、「青年失業者数 43 万 5,000 人」、「求職断念者




























29 歳の若年者の失業率は、失業率全体の 2 倍を上回っていて、この 30 年間ほぼ継続して増加
している。2000 年代のそれは 7‐8％代を維持していたが、2013 年には 8.0％代へと増加し、
2017 年には 9.8％、2018 年 8 月にはとうとう 10.0％を記録するようになった。この数値は IMF
金融危機を経験した 1999 年 8 月（10.7％）以来の最高値であり、韓国の若者は史上最悪の凄
絶な就活前線へ出向いている1。 
若年者のなかでも高学歴者の失業問題はさらに深刻な現状に直面している。韓国の大学進学
率は 1990 年代から継続的に増加して 2008 年に 83.8%を記録して頂点に達して以来、2017 年
現在は 69.7％にまで下がりこの 10 年間で約 15%が減少している。その間、大卒以上の高学歴
者は増える一方で、彼らが望む職業形態の雇用は依然として増加されず、失業率だけが右肩上
がりになったのである。2018 年 7 月現在、大卒以上の学歴をもつ失業者は 3.7％（34 万 8 千































ことが予測され、その後の 3‐4 年間は「雇用絶壁」の事態が憂慮されていた。 























な試みが模索された。「若年者雇用機会 20 万⁺プロジェクト」という名称どおり、2017 年まで
に公共部門では 4 万人以上の雇用を創出し、経済界では 16 万人以上の新規雇用の機会を提供






















た。そして、政権運営 2 年目となる 2018 年 3 月 15 日に「若年者雇用対策」が発表された。「3・
15 若年者雇用対策」とも称されるこの対策は名称どおり日々悪化する若年者雇用問題に対応す









大、②若年者の中小企業就職時に 5 年間の所得税の免除、③若年者の中小企業就職に 3,000 万
ウォン（約 300 万円相当）13の預・貯金の支援（原語：목목 마마）、④若年者の創業企業に 5
年間の法人税・所得税の免除、⑤技術革新型の創業者に 1 億ウォンのオープンバウチャー支援
の 5 つの施策が挙げられる。 
 
【表 2－1】現政府の「若年者雇用対策」の主要内容 

















































週以上）のある大学 130 校（大学 62 校、専門大学 68 校）を選定して、大学別に最小 8 人から





2013 年当初同事業の実施期間と規模は 2013 年に 100 億ウォン規模で開始し 2017 年まで持
続して実施する予定であった。しかし、政権が変わった 2018 年現在でも継続されており、【表
2－2】で示されるように予算の規模は当初の約 3 倍近く増加している。 
 
【表 2－2】「希望のはしご奨学金事業」の年度別支援実績 
年度 2013 2014 2015 2016 2017 
人数 1,735 1,519 3,127 2,970 4,152 













 その後 2017 年には政権交代が行われ、同事業はさらなる拡大期に入る。進歩・革新系の現
政府では「格差の是正」を諸政策の根幹におき、経済構造における弱者である中小企業及び若
年者に対する支援に拡大している。そこで、事業予算を 286 億ウォンまで増額（約 34%）して
より多くの学生が奨学金の恩恵を受けるようにした。 





















韓国における大学進学率は OECD 加盟国のなかでもトップレベル（69.8％、2017 年時点）
− 23 −
であり、10 人のうち 7 人が大学に進学する高学歴社会を構築している。その影響もあって、職
業系高校の場合でも卒業者の 32.5%が大学へ進学して、そのうち就職するのは 50.6%に過ぎな
い実情にある17。ところが、近年、若年者の雇用状況が悪化するなか、2014 年から 2024 年の


























































は先導大学 10 校を選定して支援し、年次別に 10 校ずつ追加選定を行うと公表している。 
 
 

































































































































                                                  
1 公共ニュース記事（2018.9.12）より、（http://www.00news.co.kr/news/articleView.html?id
xno=54738）、2018 年 9 月 15 日検索。 
2 聯合ニュース記事（2018.8.22）より、（http://www.yonhapnews.co.kr/bulletin/2018/08/21/
0200000000AKR20180821155000002.HTML?input=1195m）、2018 年 8 月 30 日検索。 
3 企業規模及び雇用形態による格差が拡大して大手企業の正規職の賃金を 100 とすれば、大手
企業の非正規職のそれは 65.0、中小企業の正規職は 49.7、中小企業の非正規職は 35.0 と示さ
れる。 





6 「定年延長義務化」とは、60 歳以上の定年を義務化することを指し、2016 年から職員数が 3
00 人以上の企業を対象に施行して 2017 年には全体企業へ拡大された。2018 年の国会入法調
査処の報告（「60 歳以上定年義務化の入法影響分析」）によれば、単一定年制度を適用する大
























SD&mid=sec&sid1=102&oid=011&aid=0002332026）、2018 年 9 月 16 日検索。 
15 韓国職業能力開発院が 2010 年に実施した「求人求職のミスマッチ是正のための産学システ
ム」の調査によれば、若年者失業の主な理由は、「就職先はあっても気に入る就職先がないか
ら」が 75.6%で最も多く、次に「就職先がないから」が 19.3％、「国家試験、専門資格の準備」
が 3.0%、「就職しなくても不自由しないから」が 0.9％、その他の返答が 1.2%となっている。 
16 義務勤務期間は、「奨学金受給回数×6 カ月」の方式で算定される。 
17 韓国教育開発院、「2017 教育統計」より。 
18 雇用労働部と韓国雇用情報院が発表した「2014－2024 年間大学専攻別人力受給展望報告書」
によれば、2014-2024 年の 10 年間で 4 年制大学卒業者は 32 万 1,000 人余りが、専門大学卒












22 人口保存福祉協会、2017 年 11 月調査（韓国政府関係部署合同、「若年者雇用促進方案」（2
018.3.15）より再引用）。 
23 「企画コラム：現場を理解した若年者失業政策の必要性」『ともに働く物語』、ともに働く財
団ブログより、（https://hamkkeorg.blog.me/221207060682）、2018 年 9 月 20 日検索。 
24 中央日報記事（2018.7.30）より、（https://news.joins.com/article/22844462）、2018 年 9 月
23 日検索。 
− 30 −
                                                                                                                                          
25 光云大学ブログ（https://blog.naver.com/akswnl0/221329243510）より、2018 年 9 月 30
日確認。 
26 朝鮮日報記事（2018.10.8）より、（http://news.chosun.com/site/data/html_dir/2018/10/07/






























































出所：韓国大学教育協議会「2018 学年度大学入学典型基本事項」（2015 年 8 月）より。 
 






















































No 項目 記載内容 
1 人的事項 ・生徒の情報、家族状況、特記事項 
2 学生事項 ・卒業年月日、出身高校名、検定考試9情報など 




5 資格及び認証の取得状況 ・大学入試の資料として提供 














記載分量 ・特記事項の記載分量：3,000 字 





9 自由学期活動状況 ・特記事項 
10 読書活動の状況 ・書名と著者のみ記載 
11 行動特性及び総合意見 ・記載分量：1,000 字 






れる。導入 1 年目には年に 2 回（8 月・11 月）実施されたが、翌年からは受験生の負担を減ら










受験番号 姓名 生年月日 性別 出身高校 
201〇〇〇〇 ○○〇 ○○.〇〇.〇〇 〇 〇〇高等学校 











〇 〇 ‐ 
パーセンタ
イル 
〇 〇 〇 〇 ‐ 




修能試験の結果は試験実施から約 2 週後の 12 月の 1 週目にオンライン上で通知される。例














































ど 10 大学でパイロット的に導入され、2008 年からは政府の予算支援を受けて運営する大学の
ほかに独自の予算を編成する大学もあり 40 大学まで拡大した。その後実施大学と政府の財政












































































第 1 に、大学入試選考の数（種類）が過度に増加した問題である。2012 年 9 月、教育科学
技術部（現、教育部）が国会に提出した資料「全国 4 年制大学の入試選考類型の現況」によれ
ば、2013 年度の大学入試で実施される入試選考の数は随時募集で 2,105（66.1%）種類と定時

























【表 3－5】「2015 年高校教育正常化寄与大学支援事業」優秀大学「K 大学」の事例 
区分 
募集人数及び選抜比率 
学生簿教科 学生簿総合 論述中心 実技中心 修能中心 計 

















































入試選考の改善 2015 年 2016 年 2017 年 
学生簿中心選考（％） 44.4 54.9 57.4 
（語学）特技者選考（人） 4,325 2,225 1,474 
論述試験（人） 17,737 17,417 15,349 
適性検査（人） 19,420 5,835 4,639 























このような国政運営の方針は教育政策にも見て取れる。2017 年 7 月に公表された「国政運営





























この取り組みで政府の財政支援を受けるには【表 3－7】で示す 6 つの評価項目に基づく大学















































に、大学が自律的な改善努力を継続するように誘導する。事業期間は 2 年間（2018 年 2 月～
2020 年 2 月）であり、2018 年の 1 年間は約 65 大学に 559 億 4,000 万ウォンの予算が支援さ
れる。支援類型は、すべての大学を対象にして大学入試選考の改善を誘導する「類型 I」（約 60




















































出所：教育部「2018 高校教育寄与大学支援事業基本計画（案）」（2018 年 2 月）を参考に筆者
作成。 
 







【表 3－8】「2018 高校教育寄与大学支援事業」の選定結果 
区分 
類型 I 類型 II 
首都圏 1 首都圏 2 地方 1 地方 2 特殊目的 地方中小型 
申請大学（校） 18 18 18 17 9 14 
選定大学（校） 15 14 15 12 6 6 












年 35 万 5,745 人から 2018 年には 35 万 2,325 人へ、2019 年には 34 万 8,834 人へと減少傾向
にある。このように学齢人口の減少が随時募集の実施推移からも確認できるが、随時募集によ
る入学者選抜の比率は着実に増加しており、2017 年の 69.9%から 2019 年には 76.2%と約 6%
増加している。特に「学生簿中心選考」による選抜者数は持続的に増加して 2017 年の 60.0%











区分 選抜類型 2017 年 2018 年 2019 年 
随時 
募集 
学生簿（教科） 141,292人（56.8%） 39.7% 140,935（54.3） 40.0 144,340（54.3） 41.4 
学生簿（総合） 72,101（20.3） 20.3 83,231（32.0） 23.6 84,764（31.9） 24.3 
論述中心 14,861（6.0） 4.2 13,120（5.1） 3.7 13,310（5.0） 3.8 
実技中心 17,942（7.2） 5.0 18,466（7.1） 5.3 19,383（7.3） 5.6 
その他 2,473（1.0） 0.7 3,921（1.1） 1.1 4,065（1.5） 1.2 
小計 248,669（100.0） 69.9 259,673（100.0） 73.7 265,862（100.0） 76.2 
定時 
募集 
修能中心 93,643（87.5） 26.3 80,311（86.7） 22.8 72,251（87.1） 20.7 
実技中心 12,280（11.5） 3.5 11,334（12.2） 3.2 9,819（11.8） 2.8 
学生簿（教科） 437（0.4） 0.1 491（0.5） 0.1 332（0.4） 0.1 
学生簿（総合） 671（0.6） 0.2 435（0.5） 0.1 445（0.5） 0.1 
その他 45（0.0） 0.0 81（0.1） 0.0 125（0.2） 0.1 
小計 107,076（100.0） 30.1 92,652（100.0） 26.3 82,972（100.0） 23.8 
合計 355,745 100.0 352,325 100.0 348,834 100.0 






















・西海 5 島出身の生徒 
           …… など 
出所：韓国大学教育協議会「2021 年大学入学選考の基本事項」（2018 年 8 月）より。 
 


















区分 2017 年 2018 年 2019 年 
定員内 15,005 人（4.2%） 16,500（4.6%） 19,337（5.5%） 
定員外 24,078（6.8） 23,806（6.8） 24,034（6.9） 
計 39,083（11.0） 40,306（11.4） 43,371（12.4） 
出所：韓国大学教育協議会「2019 年度大学入学選考施行計画」（2017 年 4 月）報道資料。 
 
近年の機会均衡選抜の実施推移は【表 3－11】で示すように持続的に増加傾向にある。現政
府の樹立当初の 2017 年は定員内募集が 1 万 5,005 人であったが、2018 年には 1,223 人が増加
し 1 万 6,500 人に、2019 年には 3,065 人が増加した 1 万 9,337 人になる見込みである。定員





















区分 大学数（大学） 募集人数（人） 比率（％） 
2017 年 81 10,120 2.8 
2018 年 81 10,931 3.1 
2019 年 81 13,299 3.8 
出所：韓国大学教育協議会「2019 年度大学入学選考施行計画」（2017 年 4 月）報道資料。 
 
ただし、【表 3－12】が示すとおり近年の「地域人材特別選考」の選抜規模は持続的に増加し
ている。2019 年の同選考による募集人数は 1 万 3,299 人で 2018 年の 1 万 931 人より 2,368
人の増加が予定されている。したがって、全体の募集人数に対するその比率も2018年度の3.1%
から 2019 年度には 3.8%へ 0.7%が増加した。大学数を基準にみれば 2017 年から変化はなく
81 大学で実施されているが、このなかには医学・歯学・韓医学大学の募集定員 842 人も含まれ
























































4 教育部は大学別に「カ群」、「ナ群」、「タ群」の 3 つの選抜期間群を設定している。2018 年の
大学入試における選考期間は、「カ群」は 2018 年 1 月 3 日～11 日で、「ナ群」は同年 1 月 12




6 「高等教育法」第 34 条の 5 によって、韓国大学教育協議会は当該入学年度が開始される 2














ア史」、「世界史」、「法と政治」、「経済」、「社会・文化」の 9 科目が含まれる。 
11 「科学探究」領域には、「物理 1」、「化学１」、「生命科学１」、「地球科学１」、「物理２」、「化
学２」、「生命科学２」、「地球科学２」の 8 科目が含まれる。 




13 「第 2 外国語」領域は、「ドイツ語」、「フランス語」、「スペイン語」、「中国語」、「日本語」、
「ロシア語」、「アラブ語」、「ベトナム語」の 9 科目から選択できる。 
14 「韓国史」と「英語」の等級別分割の原点数は以下のとおりである。 
等級 科目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
分割基準 
(原点数) 
韓国史 50~40 39~35 34~30 29~25 24~20 19~15 14~10 9~5 4~0 
英語 100~90 89~80 79~70 69~60 59~50 49~40 39~30 29~20 19~0 
出所：韓国大学教育協議会「2018 年大学入試選考の基本事項」（2015）より。 
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15 「韓国史」及び「英語」以外の領域の等級別基準比率は以下のとおりである。 
等級  1 2 3 4 5 6 7 8 9 
基準比率（%） 4 7 12 17 20 17 12 7 4 






より、2018 年 10 月 26 日検索。 
18 キム・ムボン他「第 9 章学生選抜の妥当性の堤高―入学査定官制を中心に」ソ・ジョンファ
ン他共著『韓国の教育政策の懸案と解法』教育科学社、223 頁。 




21 韓国大学教育協議会、「入学査定官選考（学生簿総合選考）100 問 100 答資料集」。 
22 ナム・ボウ他（2012）、前掲書、75 頁。 
23 連合ニュース記事（2012 年 9 月 25 日）より（https://news.naver.com/main/read.nhn?mo
de=LSD&mid=sec&sid1=102&oid=001&aid=0005835415）、2018 年 10 月 28 日検索。 
















31 教育専門新聞ベリタスα記事（2018 年 2 月 3 日）より、（http://www.veritas-a.com/news/





                                                                                                                                          
33 現政府が樹立する前の 2017 年 3 月に公開された「経済・社会の両極化に対応する教育福祉
政策の方向と課題」では「地域人材選考」の実施比率を現行の 30%から 50%へ増加する方案
が盛り込まれていた。 
34 教育専門新聞ベリタスα記事（2018 年 2 月 3 日）より、（http://www.veritas-a.com/news/
articleView.html?idxno=107413）、2018 年 10 月 30 日検索。 
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いわれる国民の改革への強い意志表明をきっかけに、韓国は 2017 年 5 月に歴史的な政権交代
を成し遂げた。そして、この新政府でも「大学入試改革」は教育分野の目玉政策となり、改革
案が確定した今もなお世間を騒がせている。 
























「2015 改正教育課程（以下「2015 教育課程」）」の重要な背景の 1 つとなったのは、新たな
























【表 4－1】「2015 改正教育課程」の主要事項 












































高 校 で は 「 Reading 」・
「Writing」中心 





-1 年：2018 年 
-2 年：2019 年 








-1 年：2018 年 
-2 年：2019 年 





出所：教育部「2015 理・文科統合型教育課程総論の主要事項要約」（2014 年 9 月 23 日）を参
考に筆者作成。 
 











































は現在の高校 1 年生から適用される「2021 年度修能試験の改編案」を 2 ヵ月後の 7 月までに
発表すると方針を明かした。 

























2017 年 8 月 10 日、「2021 年度修能改編試案（以下「試案」）」が予定より遅れて発表された。





能試験－EBS6間連係の改善」の 4 つの事案に分類して詳述する。 










徒が履修（高校 1 年次）する「韓国史」と「統合社会・統合科学」は高校 1 年のレベルで出題
するという考えである。 
 
【表 4－2】「2021 年度修能改編試案」の主要内容 
①2015 教育課程改正により「統合社会・統合科学」領域の新設 
②探究領域の選択科目の縮小：最大 2 科目→1 科目 
③修能の出題範囲：2015 教育課程上の共通科目及び一般科目 
④「職業探究」領域：「成功的な職業生活」1 科目統合出題 
⑤「第 2 外国語／漢文」領域：絶対評価の適用 
⑥絶対科目の拡大 
 ・第 1 案：一部科目の絶対評価化 
  －7 科目中の 4 科目：「英語」・「韓国史」・「統合社会・統合科学」・「第 2 外国語／漢文」領
域 




 ・第 1 案：連係率の縮小・廃止 
 ・第 2 案：連係率の維持と連係方式の改善 
出所：教育部「2021 年度修能改編試案発表」（2017 年 8 月）報道資料を一部修正して筆者作成。 
 
次に、細部科目の改編事項として、「探究領域」と「第 2 外国語／漢文領域」で部分的な変更
が講じられた。第 1 に、「科学 II」の科目7は修能試験の出題範囲から除外される。「科学 II」の
科目は、「2015 教育課程」では高校 2 年次以降に生徒が自身の進路を考慮して選択履修可能な
「進路選択科目」に分類され、教科融合及び深化学習の形態が推奨されている。また上述のよ
うに修能試験の範囲が「共通科目」と「一般選択科目」に限られるようになり、「進路選択科目」
の「科学 II」は試験範囲から除外されるわけである。第 2 に、「職業探究領域」は大幅に統合
され 1 科目のみが出題される。現行の修能試験で「職業探究領域」は特性化高校の系列別に分




















1 国語  1 国語 国語 





3 英語  3 英語 英語 
4 韓国史  4 韓国史 韓国史 






















































第 2 外国語／漢文 
（9科目中1科目選択）




決する方法の 1 つとして絶対評価を採択した。すでに 2017 年度の修能試験からは「韓国史」
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を、また 2018 年には「英語」を相対評価から絶対評価へ変更している。そして、「2015 教育










































出所：教育部「2021 年度修能改編試案」（2017 年 8 月）を一部修正して筆者作成。 
 
第 1 案は、修能試験科目の一部科目、すなわち現行の「韓国史」と「英語」に「統合社会・



















最後の事案は、修能試験と EBS 間の連係についてである。修能試験と EBS の連係（70%）




















【表 4－5】修能試験と EBS 間連係をめぐる利害関係の違い 























政府はこの 2 つの案について世論の収斂過程を経て最終的に確定する予定であった。 
 
（３）改編の 1 年留保 



































政府は 2018 年 4 月大学入試制度改革の「公論化」を推進する方針を発表した。「公論化」とは、
専門家や利害関係者、一般市民などの多様な意見を収斂して特定の公共政策を決定し、政策が




であった。委員会は 2018 年 4 月から 5 月にかけて国民の意見を収斂して 5 月に公論化の範囲
を設定し、6 月には公論化の議題を選定した。そして、6 月から 7 月にかけて「国民大討論会」・














































































約 4 カ月にわたる大学入試改革の「公論化」には 490 人の市民参加団が「熟議」・「公論化」過
程に直接参加し、委員会が運営するホームページ（「みんなの大学入試発言台」）には 16 万人
以上がアクセスして、議題討論や提言など約 1 万件以上の意見が書き込まれた。これらを踏ま























【図 4－2】「2022 年度大学入学制度改編」の体系 


















































語と媒体」のうち 1 選択 














3 英語 「英語 I」、「英語 II」 「英語 I」、「英語 II」 「英語 I」、「英語 II」 
4 韓国史 「韓国史」 「韓国史」 「韓国史」 


















活」＋5 科目のうち 1 科目
選択 
6 第 2 外国
語／漢文 
9 科目のうち 1 科目選択 9 科目のうち 1 科目選択 9 科目のうち 1 科目選択 

































































大学自律 大学自律 大学自律 
修能の絶対評価 「英語」・「韓国史」 「英語」・「韓国史」 「英語」・「韓国史」・「第
2 外国語／漢文」 
修能‐EBS 連係率 70% 70% 50% 
「学生簿」記載の改善 2019 年の高校 1 年から適用（2022 年大学入試に反映） 
自己紹介書の改善 現行の書式 現行の書式 書式の簡素化及び改善 






















面接・口述試験 大学自律 大学自律（最小化誘導） 大学自律（最小化誘導） 
「論述中心選考」 段階的廃止誘導 段階的廃止誘導 段階的廃止誘導 
適性試験 大学自律（最小化誘導） 大学自律（最小化誘導） 廃止 
出所：教育部「2022 年度大学入学制度改編方案及び高校教育革新方向」（2018 年 8 月 17 日）
より一部修正して筆者作成。 
 
以上の「2022 改編案」の内容を現行の大学入試制度と、移行期である 2021 年のそれと比較
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して整理すると【表 4－8】のとおりになる。そして、この比較からして「2022 改編案」の主




等学校にも「2015 教育課程」が適用され、現在の高校 1 年生はそれに基づく高校教育を受けて
いるが、大学入試では改編前の制度が適用される。2017 年の「試案」保留の結果である。また
現在の中学校 3 年生は、高校進学後、2022 年度の新たな大学入試制度の初の適用対象になる。








以上、本稿では、2015 年の教育課程の改正と 2017 年の政権交代を背景に現政府が推し進め
てきた大学入試改革の経緯をたどってきた。そして、そのなかで改善を目指す大学入試制度の
複雑な現状と利害関係者間の葛藤を確認することができた。 













論化」では定時募集の「修能中心選考」の拡大を主軸にする議題 1 が最も高い支持を得た。 























                                                  
1 拙稿「第 3 章大学入学者選抜制度」小川佳万・姜姫銀編『韓国の高等教育―グローバル化対
応と地方大学―（高等教育研究叢書 139）』2018 年、40～41 頁。 
2 石川裕之（2014）「韓国における国家カリキュラムの革新とグローバル化」『教育学研究』第










6 EBS（Educational Broadcasting System）は、地上波及びインターネット放送で送出する
教育専門放送である。大学入試と関連しては、2010 年に私教育の軽減のために「EBS‐修能 7
0%連係政策」が打ち出され、修能試験問題の 70%を EBS 教材及び講義と連携して出題してき
た。 
− 74 −
                                                                                                                                          
7 「科学 II」の科目には、「物理学 II」、「科学 II」、「生命科学 II」、「地球科学 II」、「科学史」、
「生活と科学」、「融合科学」が含まれ、高校 2 年次以降に選択科目として履修する。 
8 特性化高校出身の大学進学率は、2016 年に 13,100 人から 2017 年に 7,512 人、2018 年に 6,
273 人へと、近年継続して減少している。 








12 その後、政府は受験生の負担を緩和すべく EBS 連係教材を縮小（45→15 冊）した。すると、
参考書の出版業者の多くはEBS 教材の問題を応用して問題集を出版し、政府の趣旨が色褪せ
てしまった。 
13 キョンヒャン新聞記事（2017 年 8 月 11 日）より、（http://news.khan.co.kr/kh_news/khan
_art_view.html?artid=201708111949001&code=940401）、2018 年 11 月 3 日検索。 
14 ハンギョレ新聞社説（2017 年 8 月 31 日）より、（http://www.hani.co.kr/arti/opinion/edito
rial/809143.html）、2018 年 11 月 3 日検索。 
15 中央日報社説（2017 年 9 月 1 日）より、（https://news.joins.com/article/21896020）、2018





18 大学入試制度改編公論化委員会「大学入試制度改編公論化の結果」（2018 年 8 月 3 日）。 
19 産業大学と専門大学、遠隔大学は適用対象から除外される。 










25 初・中等学校の先行学習を禁じる内容を盛り込んだ法律で、2014 年 3 月 11 日に制定されて































１．最初の議論（2001 年‐2004 年） 
 
























出所：『2011 第 2 次民主労働党政策党大会：進歩執権時代、大学体制をいかに変えるか』 (2011
年 6 月 18 日) 資料集より。 
 
その後2003年には慶尚大学のチョン・ジンサン教授が、「国立大学統合ネットワーク構築案」
































④学部課程は 4 年を維持するも、第 1 期課程 2 年、第 2 期課程 2 年へと区切りをつける：

































２．2007 年大統領選挙のマニフェストと 2011 年の「統合国立大学案」 
 














































出所：『2011 第 2 次民主労働党政策党大会：進歩執権時代、大学体制をいかに変えるか』（2011












国立共同学位大学 政府責任私立大学 政府支援私立大学 
【図 5－3】チョン・ギョンフンの大学統合ネットワーク案 
出所：チョン・ギョンフン「大学教育ロードマップ：国立教養大学と大学統合ネットワーク案
を中心に」『批評と理論』第 19 巻 1 号、169 頁。 
 
























体高等教育機関の 30%に達するようにし、長期的には 50%を目標とする。 
 







 「公営型私立大学」や「大学ネットワーク」などと表現は変わったものの、この最後の 2 つ
は言うまでもなく 2012 年大統領選挙で文氏が提示したマニフェストと軌を同じくする。大学

























2017 年にはこれと関連して 3 つの動向があった。1 つはソウル市教育庁のチョ・ヒヨン教育
監が大統領選挙前の 3 月 15 日に「大学共有ネットワーク案」を発表したことだった。3 月 15
日の案は次のような内容である11。 












変わらない。チョは選挙後の 6 月 20 日に発表した政府への政策提案のなかでも同案を再び提
起した12。 
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 翌月の 7 月には地方拠点国立大学が統合ネットワーク構築のために集まったというニュース









2018 年 2 月には「進歩」系教育専門家として知られているキム・サンゴン教育副総理がメデ
ィアとのインタビューを通じて自分の任期内に「国公立大学統合ネットワーク」を必ず実現す
ると意気込んだが、大学入試政策の失敗に責任を負って8月に更迭された。それ以後、現在（2018































歩」系専門家の主張として現れてきており、2008 年から 2016 年までの「保守」系政権の時代
には市民社会内部で主張を精緻化してきただけである。 
いざ同案をマニフェストに掲げた文政府になってもこれという関連政策は見えない。大統領







                                                  
1 チョン・ジンサン「大学序列体制とその解消方案」『歴史批評』2010 年 8 月号、134 頁。 
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Higher Education Policy in South Korea: 
Debatable issues and stakeholders 
 
Yoshikazu Ogawa and Heeeun Kang 
 
 
This paper discusses controversial issues within higher education policy in South 
Korea. It is broadly acknowledged that educational policy reforms must balance the 
competing and often intersecting interests of a wide variety of stakeholders, and as a 
result of these dynamics controversy regularly emerges in the wake of new policy. This is 
evident in South Korea. If we can recognize the differences and the features of their 
opinions in their own context, it could be useful for us to be able to grasp the current state, 
the dynamism and the future direction of Korean higher education in some degrees. 
The paper consists of five chapters, covering recent controversial policy issues 
while also offering for readers some basic information regarding the key features of 
South Korean higher education. Chapter one discusses the ‘Part-time Lecturer Law,’ 
which was recently introduced to improve the treatment of early career faculty. Chapter 
two gives information on the college student support system, in the context of declining 
employment prospects for recent graduates. Chapters three and four overview the college 
entrance examination reform as a political issue, with which society has long been 
concerned. The last chapter examines the ‘National University Upbringing Business,’ 
which the government expects to play an important role in the development of local areas. 
In combination we provide an understanding of how higher education has changed 
through public debate, focusing on each stakeholder’s view.  
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